
【小林質問】 持続化給付金は電子申請

のみのため困っている人は多い。市役所

に申請サポート会場を開設できないか。 

【商工観光部長】 国では順次相談窓口

を拡大していく予定と聞くので、商工会

と連携しながら安曇野会場の招致に取り

組んでいく。 

【小林質問】 家計の急変による学費の

不安に対応した相

談も可能か。 

【教育部長】 

国・県、学校独自

の制度等さまざま

用意されているの

で、まずは市役所

へ相談を。 

【小林質問】  今後コロナ感染の第２

波、第３波が懸念される中で、自治体に

よる支援として、燕市の「帰省を自粛す

る県外の学生を応援する施策」を参考

に、安曇野市でできる学生支援策を検討

してはどうか。 

【政策部長】 燕市が実施したお米と布

マスク送付の試みは、燕市への帰省自粛

に協力した学生の皆さんにとって、大変

ぬくもりを感じる取組であった思う。 

この燕市の事例を、当市でも感染症対策

の１つとして取り入れられるのではない

かと考えている。 

 安曇野市の総合戦略の中で、Ｕターン

の促進と安曇野ファンの拡大を施策とし

て掲げているが、この取組によって地元

を離れて暮らす学生の皆さんとのつなが

りが新たに構築できれば、今回のような
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Q1【小林質問】 持続化給付金は、コ

ロナ感染症の影響で昨年より収入が減っ

た中小企業等に最大200万円、フリーラ

ンスを含む個人事業者に最大100万円を

上限に現金を支給する。制度の周知や申

請の相談は住民に身近な市の出番。市の

対応は。 

【商工観光部長】 市の相談窓口では、

必ず持続化給付金の説明をしている。申

請は電子申請のみで、令和３年１月15

日までの受付期間中に１回のみ申請可

能。法人のほか個人事業主も対象で該当

する範囲は広い。昨年事業を開始した

人、売上げが一定期間に偏在する場合等

も特例があるので、まずは市役所へ相談

を。 

【農林部長】 農林漁業者も対象。秋に

向けて農産物の生産・出荷の最盛期だ

が、新型コロナの影響により、持続化給

付金の対象になる事態も考えられ、ＪＡ

と連携して周知を図る。 

 全国農業協同組合中央会から、国の窓

口とは別に、ＪＡとして組合員の申請支

援ができるようになった旨の通知が出て

いる。ＪＡあづみとしては、高齢者やイ

ンターネット環境のない農業者の支援に

取り組む方針を決定したと聞いている。 

安曇野だからこそできる学生支援策を 
～燕市の「帰省を自粛する県外の学生を応援しよう」を参考に～ 

◆安曇野市議会６月定例会小林じゅん子の一般質問◆ 
Ｑ１.コロナ経済対策・支援策が必要とする人に届くために 
 国、県の支援策も市独自の支援策も、市民にとっては「どうすれば使える

のか」という点では、同じとまどいを抱えているのではないでしょうか。市

が直接の申請窓口になっていない場合でも、制度の周知や申請の相談は住民

に身近な市の出番です。そこで、数ある新型コロナウイルス感染症対策の支

援制度について、市の対応を聞きました。 

Ｑ２.体育館建設にアンケート 市民意向の再確認を 
 コロナ危機が続くなか、新総合体育館を将来にわたって維持していく財政

的余裕があるでしょうか？この際、体育館建設に市民の意向調査を。 

Q2 体育館建設に市民意向の再確認を 

 コロナ対策の財源捻出や税収減を見越

し、大型事業を中断する市も相次いでい

る。コロナ危機が続くなか新総合体育館

の建設は見直しなく進めるのか。 

【小林質問】 コロナ危機が続く中、新

総合体育館の建設は見直すべき。市民ア

ンケートで市民の意向を確認しては。 

【宮沢市長】 新型コロナの影響も心配

されるが、この段階で市民アンケートを

実施する考えはない。 

非常時における速やかな支援も可能にな

るものと考える。現在、感染症対策は財

政的にも人的にも負担増とはなっている

が、今後、市における総合戦略との相乗

効果も狙って検討していきたい。 

【小林まとめ】 自宅を離れて県外へ進

学した皆さんは、新型コロナ禍により新

学期も始まらず、帰省もままならないな

か、心細い思いをしていたことでしょ

う。燕市の学生支援は、遠方にいても置

き去りにされていない、市民として大切

にされている、ということを実感し不安

の解消に役立つとても大切なことと思い

ます。安曇野市のお米といえば「風さや

か」、これを休校のため給食で使えな

かった分を市が買い取って送る、という

ようなことも考えられるので、実現する

ことを期待します。 

 

 

▲家計の急変で学費の準備に不安がある

方へ、「大学無償化2020」制度の対象と

なる場合があります。急な家計の悪化で

困っている場合には、進学をあきらめず

に調べてみてください。～文科省HPより 
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の１０分間にすることで決着しました。

残念ですね。 

安 曇野市職員もコロナ対応で大変な

ことは充分理解していますが、緊

急事態とはいえ現在の安曇野市レベル

で、議会が一般質問をやめたとして何か

の役にたつのかといえば、はたしてどう

でしょうか・・・ こんな時こそ、コロ

ナ禍の安曇野市民にどんな支援策、経済

対策が必要か議論すべきではないかと考

えるのですが、そうはならなかった安曇

野市議会でした。 

さ 
て、そんな申し合わせの中、１４

人が通告書を提出。通常、質問の

持ち時間一人２０分のところ１０分に半

減し、さらにこの１４人の質問を１日で

扱うかなりハードな日程。質問内容は、

当然とはいえコロナ関連オンパレード。

かなり重複した質問内容もあるので、答

弁が省略されることも想定して「１日あ

れば１４人の一般質問も可能」と判断し

たのでしょう。 

 議運では、質問時間の短縮だけでな

く、再質問は無しにして効率的にやろう

という、議会の権能を放棄するような意

見まで出ましたが、さすがにそれは通り

ませんでした。 

◆新型コロナ感染症対策で一般質問を１日に圧縮◆ 

～こんな時こそ議会として、議員としてなすべきことがあるはず～ 

 ５月２７日の市民タイムスに「一般質問の持ち時間半減～６月市会１日開会１８議

案審議へ」の見出しを見つけた方々から、実に多くのご意見、それもかなり批判的な

ご意見をいただきました。私としては、その批判を正面から受け止めるしかありませ

ん。こういった議会運営に関することを協議するのが議会運営委員会、その議運の委

員でもある私から、「一般質問の持ち時間半減」に至った経緯を説明します。 

５ 月８日の議会運営委員会でのこ

と、政和会は「一般質問はやら

ないで、文書での質問にすべき」。自民

安曇野は、「持ち時間を１０分にしコロ

ナ関連の質問に限る」。公明党は、「議

会からコロナ感染者が出ては大変なの

で、議会としても自粛の姿を見せるべ

き。持ち時間を１０分以下に。会派で代

表質問的なやり方をしてはどうか」。 

 共産党と無所属（小林じゅん子含む３

人）としては、「通常の持ち時間と自由

な質問内容を保証してほしい。申し合わ

せて時間制限するということではなく、

５分で済む議員もあれば、２０分を必要

とする議員もありということでよい。コ

ロナ禍の最中であればこそ様々な課題も

見えてくるので、コロナ関連の質問に限

定すべきでない。この際、一般質問しな

いという議員がいてもいいが、一般質問

全部中止ということはありえない。」 

共 産党と無所属の意見に対しては、

「議会の都合だけではなく、コロ

ナ対応で疲弊している職員への配慮が必

要」、「コロナ禍は自然災害と同等に考

え、職員の議会対応の負担を減らしてや

ることが大切」といった反論が続き、通

常一人２０分間の質問持ち時間を、半分
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◆新型コロナ感染関連の支援拡大 補正予算第2号・第3号◆ 
～財政調整基金の取り崩しや国の経済支援等を活用して対応～ 

◆水道料基本料金の減免 

 1億2,300万円 

 経済支援として1期2カ月分の水道料 

基本料金を、全契約者に対して減免す

る。 

◆小中学校の一人1台の端末の整備   

4億5,600万円 

 国のGIGAスクール構想に伴う市内小

中学校の児童・生徒用パソコン整備、

ネットワーク整備、新型コロナ休校中の

インターネット配信教材「e-ライブラ

リー」委託料。 

◆中小企業や飲食店、宿泊施設支援 

5億4,500万円 

 市の制度資金貸付事業の増額、30％

のプレミアム付き商品券販売の経費、感

染拡大防止対策協力金事業、宿泊補助券

配布事業。 


